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老
齢
基
礎
年
金（
65
歳
か
ら
受

け
ら
れ
る
年
金
）は
、
20
歳
か
ら

60
歳
に
な
る
ま
で
の
40
年
間
国

民
年
金
保
険
料
を
納
め
な
け
れ
ば
、

満
額
の
年
金
を
受
け
取
る
こ
と
が

で
き
ま
せ
ん
。
保
険
料
の
納
め
忘

れ
な
ど
に
よ
り
、
保
険
料
の
納
付

済
期
間
が
40
年
間
に
満
た
な
い
場

合
は
、
60
歳
か
ら
65
歳
に
な
る
ま

で
の
間
に
国
民
年
金
に
任
意
加
入

し
て
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
に
よ

り
、
満
額
に
近
づ
け
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
な
お
、
老
齢
基
礎
年
金

を
受
け
る
た
め
に
は
保
険
料
の
納

付
済
期
間
や
保
険
料
の
免
除
期
間

な
ど
が
原
則
と
し
て
25
年
以
上
必

要
と
な
り
ま
す
が
、
こ
の
要
件
を

満
た
し
て
い
な
い
場
合
は
、
70
歳

に
な
る
ま
で
任
意
加
入
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。（
た
だ
し
、
昭
和

40
年
４
月
１
日
以
前
に
生
ま
れ
た

方
に
限
ら
れ
ま
す
。）

　

ま
た
、
海
外
に
在
住
す
る
日
本

国
籍
を
持
つ
方
も
、
国
民
年
金
に

任
意
加
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
武
生
年
金
事
務
所

ま
た
は
町
民
税
務
課
に
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

■問合せ  武生年金事務所 ℡ 23－1124
　　　　  町民税務課 ☎ 47－8015年 金 の お 知 ら せ

ご
存
知
で
す
か
？

国
民
年
金
の
任
意
加
入
制
度

「児童扶養手当と公的年金等の併給制限」が見直されます
平成26年12月１日から

■問合せ  町民税務課
　　　　  ☎ 47－8015

　これまでは、受給資格者（母子家庭の母、父子家庭の父など）や児童が公的年金など（※）を受給している（で
きる）方は児童扶養手当を受給できませんでしたが、平成 26 年 12 月以降は、受給できる公的年金などの
月額が児童扶養手当の月額より低い場合にその差額分の児童扶養手当を受給できるようになります。
（※）「公的年金など」とは…老齢年金、遺族年金、障害年金、労災年金、遺族補償など

　例えば、児童が１人の場合の児童扶養手当は月額 41,020 円（全部支給の場合）なので、年金などの月額がこ
の額より低い場合に差額を受給できるようになります。ただし、児童扶養手当の月額は、受給資格者等の前年
所得により、その一部が支給停止となる場合があります。その場合は、一部支給停止後の額との比較になります。

今回の改正により新たに手当を受け取ることができる場合
・お子さんを養育している祖父母などが、低額の老齢年金を受給している場合
・父子家庭で、お子さんが低額の遺族厚生年金のみを受給している場合
・母子家庭で、離婚後に父が死亡し、お子さんが低額の遺族厚生年金のみを受給している場合　など
新たに手当を受給するための手続き

　児童扶養手当を受給するためには、申請が必要です。平成 26 年 12 月より前であっても申請可能です。
児童扶養手当は、申請日の属する月の翌月分から支給となりますが、今回の改正により下記に該当している
方は、経過措置があります。
①�これまで公的年金を受給していたことにより児童扶養手当を受給できなかった方で、平成 26 年 12 月 1

日において児童扶養手当の支給要件に該当している方
▪平成 27 年 3 月 31 日までに申請した場合 → 「平成 26 年 12 月分」まで遡って手当が支給されます。
②平成 26 年 12 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日までの間に新たに児童扶養手当の支給要件に該当する方
▪平成 27 年 3 月 31日までに申請した場合 → 「支給要件に該当した日の属する月の翌月分」から支給となります。
　�例えば、平成 26 年 12 月 1 日に新たに支給要件に該当する方で、平成 27 年 3 月 31 日までに申請があっ

た場合は、平成 27 年 1 月分からの手当が支給されます。
◎上記の①②に該当する方でも平成 27 年 4 月 1 日以降に申請した場合
　→「申請した日の属する月の翌月」から支給となります。
申請の案内

　南越前町で今回の改正により新たに差額分の支給対象になる方を把握していませんので、それぞれのご家
庭に申請の案内をすることはできません。対象になると思われる方は、お早めにお問い合わせいただき、忘
れずに手続きを行ってください。

参考：児童扶養手当の月額（平成 26 年４月から）
▪子ども１人の場合　全部支給：41,020 円　一部支給：41,010 円～ 9,680 円（所得に応じて決定されます）
▪子どもが 2 人以上の加算額　２人目：5,000 円、３人目以降１人につき：3,000 円


